
理念広告の掲載

サイズ
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掲載場所 冊子　表紙

未掲載の理由
※印刷物を作成する事業においては、必ず掲載すること。

成果物配布数
※令和3年度は報告書の

印刷はなし
部

HPアクセス数
（掲載後3か月（見込みを含む））

4,000

月 31 日

世代

情報提供方法

（　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和 44 年 3

実
施
し
た
事
業
の
内
容

事業実施期間 令和 3 年

成果物の提供時期・回数

性別

2022年4月12日（火）以降（JTA常務理事会の決議を終えてホームページへの掲載）

情報提供先

提供範囲

～

情報提供の内容

１．コロナ禍での民間テニス事業者の経営実態調査

　　⚫　調査実施概要
　　⚫　調査結果の概要　目次の１～４の記載

２．日本テニス協会登録選手・公認審判員・公認指導者登録者数

月 1 日

事業名 テニス環境に関する特別調査

事業の成果

この年次調査は、本協会公益目的事業としての「テニス競技の普及・振興のための調査・研究及び
広報活動」の一環として2012年度から実施されてきている。これは、①テニスの普及と強化活動を
含む諸活動のための情報とデータの収集、②加盟団体、協力団体活動の参考資料、さらに本年度は
③テニスの市場価値の定量評価資料として調査結果を提供することを主たる目的として実施したも
の。テニスを統括する全国競技団体としての日本テニス界による生涯スポーツ、競技スポーツ、観
るスポーツとしてのテニスの振興と発展の事業を効率的かつ効果的に実施することに寄与する。併
せて、調査結果を広く社会に発信することにより、スポーツ行政そしてテニス関連団体、選手、指
導者を含むステークホルダーによる諸活動の環境整備に貢献してきている。

事業に対する評価

コロナ2年目の調査で1年目でのマイナス影響からどのような対応策、それによる事業の回復見込み
を得たかテニス事業者へヒアリングし、その結果を共有することで業界全体としてwithコロナ時代
への対応の情報共有をはかることができた。また稼ぎ、自立自走するテニス業界としていくために
各事業者によるオリンピックでのマーケティング施策の共有や各テニス事業・大会の露出量の定量
値を調査・開示したことで今後の協会・各事業者として対外公表可能なマーケティング情報を得る
ことができた。

助成事業者名 公益財団法人日本テニス協会

事業報告書

【スポーツ団体スポーツ活動助成】

助成事業細目
スポーツ活動推進事業

スポーツ情報の提供（スポーツ）

市民一般 スポーツ競技者 スポーツ団体関係者 地方公共団体関係者

男性向け 女性向け

～19歳 40～59歳20～39歳 60歳～

特定の加盟団体・指導者等に送付・提供した

誰でも閲覧・取得ができる状態にした

その他

掲載した

掲載しなかった

印刷物の作成 ＨＰ新規立ち上げ ウェブサイトコンテンツ作成



事業名 テニス環境に関する特別調査

助成事業者名 公益財団法人日本テニス協会

事業報告書

【スポーツ団体スポーツ活動助成】

助成事業細目
スポーツ活動推進事業

スポーツ情報の提供（スポーツ）

※本報告書はA4サイズ2枚で印刷してください。

※上記いずれかの公表が必要です。

事業実施後に参加者等に対する
満足度調査を行ったか

実施方法

備考

情
報
公
開

事業実施計
画の公表

事業を広報・PRす
るための手段
(複数選択可)

（　　　　　　　　　　）※具体的な手段を記載してください。

※上記いずれかの広報・PRを行う必要があります。

事業の実施
状況及び実
施結果並び
に助成金の
使途に関す
る情報の公
開

情報の公開方法
(複数選択可)

（　　　　　　　　　　）※具体的な公開手段を記載してください。

※上記いずれかの公開が必要です。

公表した内容
(複数選択可)

行った 行わなかった

HPに当該情報の告知ページを設けた

広くチラシを配布した

広報誌・会報誌等で当該情報を告知した

特定の個人・団体へ当該情報を展開した

HPで公開

事務所等に備え、自由に閲覧できる環境を整備

広報誌・会報誌等で公開

情報開示請求があった場合に開示

事業の実施状況（助成金の交付を受けている旨を記載し、事業の進捗、途中経過を公開）

事業の実施結果（助成金の交付を受けた旨を記載し、事業の完了報告を公開）

助成金の使途に関する情報（助成金額（交付決定額）及び何に使用したのかを公開）

その他

その他


